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研究成果の概要（和文）：　日本の少子高齢化は非常にはやい速度で進展しており，高齢者人口の増加と労働人
口の減少により，我が国の医療費は増加の一途をたどっている．このまま医療費が増加し、国民が納めてる保険
料が減少すれば、収支のバランスが崩れ，日本の医療保険制度の維持ができなくなる．
　そこで，本研究では，国保データベース（KDB）を用いて，医療費を押し上げている疾患を明らかにする。ま
た、疾患別の患者の分布を分析し、地域特性を明らかにする．さらに，病院，交通網，バス停，産業人口などが
疾患の発症率に与える影響の評価を行い，病院やバス停などの適正な配置を明らかにする．

研究成果の概要（英文）：　The declining birthrate and the aging population in Japan are progressing 
at a very rapid rate, and due to the increase in the elderly population and the decrease in the 
labor force population, medical expenses in Japan are increasing steadily. If medical costs increase
 as it is and the insurance premiums paid by the people decrease, the balance of income and 
expenditure will collapse, and it will be impossible to maintain the medical insurance system in 
Japan.
　Therefore, in this study, we use the National Health Insurance Database (KDB) to clarify the 
diseases that are boosting medical expenses. We also analyze the distribution of patients by disease
 and clarify regional characteristics. Furthermore, we evaluate the influence of hospitals, 
transportation networks, bus stops, industrial population etc. on the incidence of diseases, and 
clarify the appropriate placement of hospitals and bus stops.

研究分野： 国土・交通計画
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１．研究開始当初の背景 
少子超高齢社会の進展が目前となってい

る今日，長寿健康社会の実現には，健康寿命
を延ばすことがキーポイントであり，まちづ
くりと一体となった健康都市（地域）づくり
が不可欠である．その一方で，人口減少社会
においては税収の減少による予算制約の中
で，既存ストックの有効活用と地域全体とし
てのエリアマネジメントも重要となってく
る．特に，地方都市においては急激な人口減
少と高齢化の進展が予想されており，長寿社
会における社会保障費の抑制と社会資本施
設（既存ストック）の有効活用，維持管理，
施設更新等が不可欠となっている． 
 そのようなことから，国は国保データ（健
康診断データ，医療保険データ，介護福祉デ
ータ）の統合によるデータベース化を進め，
その活用による社会保障費の抑制を目指す
ための政策を打ち出している．また一方，高
度経済成長期以降に建設してきた社会資本
施設も順次耐用年数を迎える時期となって
おり，その長寿命化ならびに最適施設更新の
計画策定が求められてきている．さらに，人
口減少に対応した交通まちづくり（コンパク
トシティーの実現）が進められている． 
 
２．研究の目的 
 本研究では，以上のことから次に掲げる 5
つのテーマに基づき，調査研究を行った． 
 
（１）国民健康保険データベースを用いた疾
患別発症要因分析 
日本の少子高齢化は世界に類を見ない速

度で進展しており，我が国の医療費は増加の
一途をたどっている．このまま医療費が増加
し，保険料収入が減少すれば収支のバランス
が崩れ，日本の医療保険制度の維持ができな
くなる． 
そこで，本研究では，国保データベース

（KDB）を用いて，医療費を押し上げている
疾患を明らかにするとともに，疾患別の患者
の分布について分析し，地域特性を把握する．
さらに，病院，交通網，バス停，産業人口な
どが疾患の発症率に与える影響を評価し，病
院やバス停などの適正配置の分析を行う． 
（２）交通インフラの整備状況が高齢者の疾
患発症に与える影響評価 
本研究では，国保データベース（KDB）と

後期高齢者の KDB データを用いて，バス停や
鉄道からの距離，病院への距離，地区別の交
通インフラの整備状況などが疾患の発症率
に与える影響の評価を行い，モビリティとア

クセシビリティの重要性について示唆する． 
（３）大規模地震災害時における災害時要援
護者の避難シミュレーション 
 高齢化の進展により，災害時要援護者が自
然災害により被災する事例が多発しており，
自然災害からこれらの人々の安全・安心を確
保することが求められている．被害を最小に
する対応には，災害時要援護者の実数・生活
場所を確認し，通常の救護・介護体制を把握
し，災害発生時の地域社会の救援体制整備が
不可欠である．そこで本研究では，国民健康
保険データベース（KDB）を用いて，疾患別
の患者の分布について分析を行い，被災可能
性と被災者属性を明らかにする． 
（４）ウォーキング教室を介した地域密着型
健康増進活動の取り組み 
地域住民の健康増進行動支援の仕組とし

て，インターバル速歩を取り入れたウォーキ
ング教室を行い，活動を通して，体組成，骨
密度，血圧，握力，足趾力の健康データを蓄
積する．その蓄積した健康データを地域住民
にフィードバックするシステムを作る． 
（５）2010 年の介護保険関連施設利用者率か
らみた 2025 年改革モデルの検証とその定量
的整備指標の応用可能性 
 国立社会保障・人口問題研究所の中位推計
（以下，「社人研中位推計」という）による
と，日本の 65 歳以上人口は 2042 年まで純増
傾向にある．そのため，高齢者福祉サービス
の供給や関連施設計画は，今後も増量計画が
続く．施設はいったん建設すれば 40 年以上
の耐用年数をもつため，高齢者絶対数のピー
クを念頭に置いた中長期的計画が重要であ
る． 
 そのような計画において，各種高齢者福祉
サービス供給量や同施設の将来的必要数を
算出する場合，高齢人口推計値が一つの根拠
となる．この高齢人口推計値から各種需要量
を簡便に推計できると有益である． 
 そこで本研究では，全国の要支援・要介護
高齢者のマクロな需給構造の定量的実態を
把握し，それらを指標値として整理する．併
せて社会保障審議会の提示する 2025 年の整
備目標量を目標整備率化して比較する． 
 
３．研究の方法 
（１）国民健康保険データベースを用いた疾
患別発症要因分析 
国保データベース（KDB）システムより出

力される帳票の中に「厚生労働省様式（様式
1-1）」があり，このデータを用いて分析を行
った．このデータには，一ヶ月で基準額以上



となった患者のデータが記されており，医療
費が高額となっている疾患を把握できる．今
回用いるデータは，基準額を 30 万円以上と
しており，平成 25 年度の南砺市における一
ヶ月で 30 万円以上を要した患者のデータを
用いる． 
以下の(1)，(2)について見える化，分散分

析を行い疾患発症要因の分析を行った．(1)
月30万円以上を要する患者の医療費割合，
(2)月30万円以上を要する患者の主病名割合． 

（２）交通インフラの整備状況が高齢者の疾
患発症に与える影響評価 
国保データベース（KDB）と後期高齢者の

KDB データを用いて，バス停や鉄道からの距
離，病院への距離，地区別の交通インフラの
整備状況などが疾患の発症率に与える影響
の評価を行う．  
（３）大規模地震災害時における災害時要援
護者の避難シミュレーション 
 災害時要援護者の分布や通院状況などは，
我が国の防災対策を考える上で無視するこ
とができない．被害を最小にする対応には，
災害時要援護者の実数・生活場所を把握する
ことが求められる．そこで本研究では，国民
健康保険データベース（KDB）を用いて，患
者の分布について分析を行い，被災可能性と
被災者属性を明らかにし，災害時要援護者を
考慮した避難シミュレーションを実施する． 
（４）ウォーキング教室を介した地域密着型
健康増進活動の取り組み 
2014 年秋のウォーキング教室参加者のう

ち，初回と最終の測定会に出席した者，かつ
測定結果説明会に出席した者に対し，調査の
趣旨，倫理的配慮について説明を行った．本
調査では，参加目標別に対象者を分け，参加
者の特性，健康データを記述した．金沢大学
医学倫理審査委員会の承認を受けて実施し
た（No.566）．そのデータに基づき次年度以
降のウォーキング教室の活動支援法を修正
した． 
（５）2010 年の介護保険関連施設利用者率か
らみた 2025 年改革モデルの検証とその定量
的整備指標の応用可能性 
 65歳以上人口，75歳以上人口については，
総務省人口推計（概算値）を用いた．次に要
支援・要介護認定者数，介護予防サービス・
介護サービス受給者数は，厚労省介護給付費
実態調査から集めた．施設利用者の全体数も
同調査による．さらに介護保険施設の保険者
別利用者数は，同省介護サービス施設・事業
所調査による．ただし，地域密着型サービス
の保険者別利用者数は同省統計では公開さ

れていない．そこでグループホーム（以下，
「ＧＨ」という）と小規模多機能について全
国保険者 1587 か所（2014 年 12 月）の第５期
介護保険事業計画から抽出した．これらのデ
ータは直近の国勢調査となる 2010 年時点で
統一した． 
 
４．研究成果 
（１）の成果は以下のようにまとめられる． 
平成 25 年度の南砺市の入院患者の総医療

費は 18 億 2155 万 9970 円，外来患者の総医
療費は 21 億 2357 万 7080 円，入院と外来を
足した全体の総医療費は 39 億 4513 万 7050
円であった． 
入院患者医療費の 8 割以上が月 30 万円以

上を要する患者の医療費である．一方で，外
来患者医療費の月 30 万円以上を要する患者
の医療費は1割程度であることが確認できた．
このことから入院が必要な疾患には高額な
医療費がかかる場合が多いと言える．また，
医療費が高額な患者だけで全体の医療費の 4
割以上を使用しており，一部の患者が大量の
医療費を使っているといった現状が明らか
となった． 
①入院外来区分でみた主病名（大分類）医療
費割合 
入院患者における主病名（大分類）医療費

の構成比は，精神及び行動の障害 23.1％（3
億 6087 万 4430 円），新生物 19.9％（3億 1187
万3540円），循環器系の疾患11.7％（1億8265
万 2180 円），筋骨格系及び結合組織の疾患
8.6%（1億 3382 万 790 円）となっている． 
外来患者における主病名（大分類）医療費

の構成比は，尿路性器系の疾患 40.3%（9355
万9440円），新生物35.8％（8317万9410円），
眼及び付属器系の疾患 8.2％（1907 万 4330
円）と続く． 
入院外来全体における主病名（大分類）医

療費の構成比は，新生物 22.0％（3 億 9505
万 2950 円），精神及び行動の障害 20.6％（3
億 6955 万 280 円），循環器系の疾患 10.3％（1
億 8441 万 9010 円），尿路性器系の疾患 8.1％
（1億 4507 万 4550 円），筋骨格系及び結合組
織の疾患 7.9％（1 億 4202 万 2300 円）と続
く． 
入院や入院外来全体については，上位 3つ

の疾患で全体の 5割以上を占めており，外来
については，上位 3つで全体の 8割以上を占
めており，医療費は疾患によって偏りがみら
れることが明らかとなった． 
②年代別でみた主病名（大分類）医療費割合 
月 30 万円以上を要する患者の年代別でみ



た主病名（大分類）医療費割合をもとに，年
代ごとに医療費が高くなっている疾患を明
らかにする． 
年代別（0～74 歳）でみたときにもっとも

医療費が高かった年代は 60～64歳（4億 7147
万 3710 円）であり，65～69 歳（4億 2233 万
8850 円），70～74 歳（3 億 9161 万 4260 円）
と続いた．医療費が高くなっている 60～74
歳では，新生物の割合が最も高くなっている． 
また，高齢になればなるほど，総医療費が

高い疾患の医療費が高くなっており，高齢な
患者が医療費を使用していると言える． 
 
（２）の成果は以下のようにまとめられる． 
 分析対象とするＫ市の小学校区は，介護保
険事業計画上の圏域があり，町（繁華街），
海沿い，農業地域，山間，温泉の 5圏域に分
類されている．この圏域を因子として，多重
比較検定を行った．認知症患者の医療合計点
数平均と 65 歳以上認知症発症率を目的変数
として多重比較検定を行った． 
医療合計点数平均とは，要介護（支援）者

突合状況のデータには医療合計点数の項目
があり，それを地区ごとの平均したもののこ
とである．医療費を使っている人ほど医療合
計点数は高い． 
分析の結果，医療合計点数平均においては，

海沿いの圏域と山間の圏域とで 5%の有意な
差がみられた．医療合計点数平均は，海沿い
の圏域の方が山間の圏域より高く，標準偏差
は，山間の圏域のばらつきが大きかった． 
また，65 歳以上認知症発症率においては，

農業の圏域と温泉の圏域とで 5%の有意な差
がみられた．65 歳以上認知症発症率の平均は，
農業地域の圏域の方が温泉の圏域よりも高
い．温泉の圏域の 65 歳以上認知症発症率は
特に低いことが分かり，温泉の圏域に認知症
になりにくい要因があると考えられる．バス
停や鉄道からの距離，病院への距離，交通イ
ンフラの整備状況による利便性の観点が影
響している可能性が示唆された． 
 
（３）の成果は以下のようにまとめられる． 
①要介護 3以上の者の地震リスク 
要介護3以上の者およびその避難所である

介護施設と 50 年間超過確率 2%となる計測震
度の分布を明らかにした．要介護認定区分ご
との 50 年間超過確率 2%となる計測震度分布
状態より，要介護 3，要介護 4，要介護 5，要
介護 3以上の者，何れにおいても，約 4割が
計測震度 6 強となる場所に居住しており，9
割以上が計測震度6弱以上となる場所に居住

していることがわかった． 
②高額医療費使用患者，人工透析患者の地震
リスク 
高額医療費使用患者および人工透析患者

の 50 年間超過確率 2%となる計測震度分布状
態を明らかにした．その結果，高額医療費使
用患者および人工透析患者は，約 4割が計測
震度 6 強となる場所に居住しており，9 割以
上が計測震度6弱以上となる場所に居住して
いることがわかった． 
③災害時要援護者の避難所の地震リスク 
分析対象地域における介護施設，病院，人

工透析可能施設の 50 年間超過確率 2%となる
計測震度分布状態を示す．図-9 より，どの避
難所においても，計測震度 5強以下となる場
所には位置せず，介護施設，病院，人工透析
可能施設の全ての施設において計測震度6弱
または 6強に位置していることが分かり，避
難所ではあるものの被害に留意する必要が
ある．特に，人工透析可能施設に関しては，
3 件とも計測震度 6 強となる場所に位置して
おり，大規模地震災害時に停電，断水により
透析ができない可能性がある．  
 
（４）の成果は以下のようにまとめられる． 
対象者 24名の性別は，男性 14名（58.3％）， 

年齢 60－79 歳（91.7％）であった． 
 対象者は教室における目標別に身体的数
値化可能グループ 11 名（45.8％），身体的抽
象的グループ 2名（8.3％），社会的グループ
1名（4.2％），トータルグループ7名（29.2％），
行動的グループ 2 名（8.3％）の 5 つに分類
された．また，目標のないものが 1名（4.2％）
いた．身体的数値化可能グループは「筋肉量
を増やす」「体重を減らす」といった身体的
で数値化可能な目標をもつグループ，身体的
抽象的グループは「体力の維持・回復をする」
といった身体的で抽象的な目標をもつグル
ープ，社会的グループは「参加者との対話を
する」といった社会的相互作用の目標をもつ
グループ，トータルグループは「健康を維持
する」「元気ですごす」といった健康そのも
のを目標にもつグループ，行動的グループは
「運動習慣をつける」といったライフスタイ
ル行動の目標をもつグループである．トータ
ルのグループに BMI 基準範囲外 42.9％，足趾
力基準値以下 71.4％，骨密度低下 42.9％と
い特徴があった．身体的数値化可能グループ 
において，教室開始前に自身で立てた目標 
に達成できなかったと回答した者が 72.7%で
あった．今後，高齢者の目標に応じた蓄積デ 
―タの提示法が必要である． 



 
（５）の成果は以下のようにまとめられる． 
①要支援・要介護認定者，介護予防・介護サ
ービス受給者の割合 
 介護保険導入後の 2002 年～2014 年の 65～
74 歳，75 歳以上別の要支援・要介護認定者
数，介護予防・介護サービス受給者数の関係
を時系列に示し，分析すると全高齢者に占め
る 75 歳以上人口の割合は，この期間内では
ほぼ増加傾向にある．今後の見通しを社人研
中位推計でみると，2031 年に 62・08％でピ
ークを迎えた後，下降し，2042 年を底として
2060 年に向けて再上昇する．つまり，65 歳
以上人口に占める 75 歳以上人口は一定では
ない． 
 次に，要支援・要介護認定者に占める 75
歳以上高齢者の割合をみると，2002年の 82％
から2013年の88％まで増加傾向にあり，2014
年は 87％といったん下がった．さらに，介護
予防・介護サービス受給者に占める 75 歳以
上高齢者の割合をみると，2002 年の 83％か
ら 2013 年の 89％まで増加傾向にあり，2014
年は 88％と，こちらもいったん下がった．つ
まり，2014 年時点で要支援・要介護認定者と
介護予防サービス・介護サービス受給者の約
９割が 75 歳以上であった． 
 以上より，サービス利用者数推計において
は 75 歳以上人口を基にすると比較的簡単に
概算値が算出できると考えられる． 
 ちなみに，社人研中位推計で 75 歳以上人
口動態をみると，2030 年（22278.4 万人）に
過去最高となった後，いったん減少して 2041
年（2201.1 万人）に底となった後，再び上昇
し，2053 年（2407.9 万人）に最高値を更新
する．したがって，2030 年と 2053 年前後が
介護保険サービス需要のピーク期と推測さ
れる．一方，75 歳以上人口に占める認定者の
割合は，2002 年の 26％から 2013 年の 34％ま
で増加傾向にあり，2014 年に３３％といった
ん下がった． 
 また，要支援・要介護認定者に占める介護
予防・介護サービス受給者の割合は，2002 年
から 2014年では約８割でほぼ一定であった． 
 そして，75歳以上人口に占める受給者の割
合は，2014 年には 27％であった． 
②特養・老健・ＧＨ・小規模多機能の利用者
出現率 
 全国の保険者の特養，老健（介護療養型含
む），ＧＨ，小規模多機能の 75 歳以上人口に
対する利用者出現率（2010 年時点）を分析す
る．また特養は，2009 年時点で入所待機者
42 万人であり，その他の老健やＧＨもほぼ満

床と仮定してよいことから，これらの入所施
設の利用者出現率は，整備率とほぼ同じとみ
なせる． 
 まず，全国平均値と分析対象保険者の平均
値を比べると，老健（療養型含む）では 2.94
に対して 3.00，ＧＨでは 1.05 に対して 1.02，
小規模多機能では 0.30 に対して 0.36 とほぼ
誤差範囲内とみなせる．しかし特養では，
3.11 に対して 3.46 とやや差が大きい．これ
は利用者数として用いた年間延べ利用者数
／12 月が実数よりやや多いためと考えられ
る． 
 次に，施設種別にみます．第二四分位から
第三四分位までを示す箱は，特養，老健（療
養型含む），ＧＨ，小規模多機能の順に下が
る．ただし，小規模多機能が低位であるのは，
2006 年から制度化され，2010 年時点では普
及途上のためと考えられる．また特養は，
2009 年時点で入所待機者が 42 万人であった
ことから，利用者出現率はこれよりも上昇す
る可能性がある． 
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